
市民後見人養成事業　事業概略図

  

　 協力

※１　基礎研修・実践研修については、平成２４年３月２７日付け厚労省老健局高齢者支援課認知症・虐待防止対策推進室通知における例示カリキュラムを参考に作成し、実施。
※２　広島市社会福祉協議会の実施する「かけはし」の生活支援員・「こうけん」の後見支援員として活動することを予定。
※３　①～⑤は、平成２９年度までに終了。平成３０年度は⑤以降（養成研修修了者の管理など）を行いながら、市民後見人の誕生を目指す。

市民後見人養成事業・
市民後見人バンク（仮）の
管理委託

広 島 市

・ 市民後見人の養成・市民後見人

バンクの管理事業の実施主体。

広 島 市 社 会 福 祉 協 議 会

・委託事業（市民後見人の養成や支援）の実施
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基礎研修

（座学中心）

・市民後見人概論

・対象者理解

・成年後見制度の基礎

・民法の基礎

・関係制度・法律

・市民後見活動の実際

・市町村の現状

※１ 計２９時間

実践研修

（実務）

・対人援助の基礎

・体験実習

・家庭裁判所の役割

・成年後見の実務

・課題演習

・レポート作成

※１ 計２２．５時間

三 士 会 （ 弁 護 士 会 、 司 法 書 士 会 、 社 会 福 祉 士 会 ）や 行 政 書 士 会 等

・ 市民後見人の養成事業への協力 ※ 実費弁償（委託料に含む）

A 研修への講師派遣

B 受任検討委員会の委員への就任

C 市民後見人への助言・支援（予定）

検 討 委 員 会 （仮）
・ 研修の受講者、また実践研修修了者のうち市民後見人バンクへの登録を行う者を選考する。

・ （家裁から市民後見人候補者の推薦依頼があった場合に、）市民後見人候補者として推薦する者を検討する。

※ 市長申立ての際に、後見人候補者とすることも検討する。

・ 基礎研修、実践研修を終えた一般市民のうち、

選考を通過した者を登録する。

・ バンク登録者は、認知症高齢者等の日常的な金銭

管理や契約の支援（現場実習）を行う(※２)ことに

より、研修で身につけた能力の維持・向上を図る。

・ スキル維持のためのフォローアップ研修を受講。

市民後見人バンク(仮)

家 庭 裁 判 所

・ 市民後見人養成事業への協力（講師等）

・ 市民後見人候補者を、後見人として選任。
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サポート・フォロー

・ 受任した市民後見人の実務上の相談に応じる。
※ 市民後見人が後見人となったものの、複雑な財産管理

が必要になった等、市民後見人がその案件を担うことが

難しくなった場合に、速やかに専門職へ引き継ぎでき

る体制を整える。

バンク登録者

市民後見人バンクを管理

する市社協に対して、市民

後見人候補者の推薦依頼

市民後見人の活動の類型としては、以下のような場合を

想定している。

※ 単独受任だけではなく、ニーズに合わせた受任形態を可能と

することにより、市民後見人の活躍の場を広げる。

⑴ 単独受任

⑵ 複数後見

（市民と専門職又は市社協が複数で受任する）

⑶ 後見監督人併任方式

（市民が後見人として単独受任し、併せて専門職又は市社協が

その後見監督人となる）

⑷ リレー方式

（専門職又は市社協がまず受任し、後見業務が安定した段階で

市民後見人に交代）

⑸ ２段ロケット方式

（市民と専門職又は市社協が複数後見で受任し、事案が安定した

段階で専門職が辞任し、その後は市民が単独で活動を続ける）
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後見人として選任

市社協によるサポート

市民後見人候補者

として推薦する者を検討

１００人×２回

参考１


